
御坊市感震ブレーカー設置事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震発生時において、高齢者及び障害者の人的被害の軽減を

図るため、感震ブレーカーの設置を行い通電火災の発災防止措置を講じる者に対

し、予算の範囲内で御坊市感震ブレーカー設置事業補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付するものとし、その交付に関しては、御坊市補助金等交付規則（昭和

５３年規則第２２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「感震ブレーカー」とは、一般財団法人日本消防設備安

全センターが消防防災製品等推奨品として推奨するもの又は一般社団法人日本

配線システム工業会の感震機能付住宅用分電盤の規格で定める構造及び機能を

有するものをいう。 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象者（以下「交付対象者」という。）は、市内に住所を有し、

次の要件を満たす者とする。ただし、長期に入院している者で、市長が別に定め

るものを除く。 

⑴ 次のいずれかに該当する世帯であること。 

ア 満６５歳以上の者のみで構成する世帯 

イ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に基づく身体障害者手帳、

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）に

基づく精神障害者保健福祉手帳又は和歌山県療育手帳制度要綱（昭和５１年

１月２０日施行）に基づく療育手帳の交付を受けている者のみで構成する世

帯 

ウ その他市長が特に必要と認める世帯 

⑵ 御坊市暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）第２条第２号に規定する

暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）でない者又は同条第１号

に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有しない者 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、交付対

象者の住居において感震ブレーカーを購入し、設置するものとする。 



（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、感震ブレーカーの購入及び設置に要する経費であって、２

０，０００円を限度とする。 

２ この補助金を利用することができる回数は、１世帯につき１回限りとする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者又はその代理人（以下「申請者」という。）

は、御坊市感震ブレーカー設置事業補助金交付申請書兼承諾書（様式第１号。以

下「申請書」という。）に次に掲げる関係書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

⑴ 住宅の位置図 

⑵ 購入及び設置にかかる金額が記載された見積書 

⑶ 設置前の現況写真 

⑷ 誓約書 

⑸ 身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳又は療育手帳の写し（第３条第１

号イに該当する場合に限る。） 

⑹ その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、自己及び同居の親族以外が所有する家屋に居住している場合は、当

該所有者又は管理者の承諾を得なければならない。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、必要

に応じて実地調査等を行い、適当と認めたときは、御坊市感震ブレーカー設置事

業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、補助金を交付することが不適当と認め

たときは、理由を付して、御坊市感震ブレーカー設置事業補助金不交付決定通知

書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 

（事業内容変更） 

第８条  補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該補

助対象事業の内容を変更しようとするときは、御坊市感震ブレーカー設置事業補

助金変更承認申請書（様式第４号）により、市長が必要と認める書類を添えて申

請し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、御坊市感



震ブレーカー設置事業補助金変更等承認（不承認）通知書（様式第５号）により、

交付決定者に通知するものとする。 

 （事業の中止又は廃止） 

第９条 交付決定者は、当該補助対象事業を中止又は廃止しようとするときは、御

坊市感震ブレーカー設置事業中止（廃止）届出書（様式第６号）を速やかに市長

に提出し、指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 交付決定者は、当該補助対象事業が完了したときは、御坊市感震ブレー

カー設置事業補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる関係書類を添えて、

事業完了の日から起算して１月を経過する日又は補助金の交付決定を受けた日

の属する年度の２月末日のいずれか早い日までに、市長に提出しなければならな

い。 

⑴ 購入及び設置にかかる金額が記載された領収書の写し 

⑵ 設置完了後の写真 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 交付決定者は、施工業者に対し、補助金の受領を委任することができる。この

場合において、交付決定者は、申請書に御坊市感震ブレーカー設置事業補助金代

理受領委任状（様式第８号）を添付しなければならない。 

３ 交付決定者は、補助金の受領を当該補助対象事業を行った施工業者に委任する

ときは、第１項第１号に掲げる書類に加えて、補助対象事業に係る請求書の写し

及び当該請求書の額から補助金の交付決定額を差し引いた額の領収書の写しを

添付しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し、適

当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、御坊市感震ブレーカー設置

事業補助金確定通知書（様式第９号）により、交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１２条 交付決定者は、前条の通知書を受けた日から起算して１０日以内に、御

坊市感震ブレーカー設置事業補助金交付請求書（様式第１０号）により、市長に

請求しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査し、当該請求



に係る補助金を交付決定者に交付するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 補助金を補助対象事業の目的以外に使用したとき。 

⑶ 補助対象事業の実施方法が不適当と認められるとき。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、この要綱に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消したときは、御坊市感震ブレ

ーカー設置事業補助金交付決定取消通知書（様式第１１号）により交付決定者に

通知し、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

（交付決定者の責務） 

第１４条 交付決定者は、補助金の交付を受けた後において、当該補助対象事業に

より設置した感震ブレーカーを安全かつ良好な状態に保つよう努めなければな

らない。 

（調査等） 

第１５条 市長は、補助事業の適正な執行を確保するために必要な限度において、

交付決定者に対し、書類の提出若しくは報告を求め、又は必要な調査をすること

ができる。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


